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エリアブランディング構想策定事業支援業務 

受託候補者選定公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 目的 

  小田原市が発注する、エリアブランディング構想策定事業支援業務（継続事業）の受託

候補者を、公募型プロポーザル方式により選定するにあたり、必要な事項を定める。 

   

２ 業務概要 

 (1) 件  名 エリアブランディング構想策定事業支援業務 

(2) 目的・内容 エリアブランディング構想策定事業支援業務委託仕様書（案）（以下「仕

様書（案）」という。）のとおり 

(3) 業務期間 契約締結日から令和８年（2026年）３月 31日まで 

         令和６〜７年度（2024～2025年度）継続事業 

(4) 上 限 額 18,113,000円（消費税及び地方消費税を含む。） 

 （令和６年度：9,284,000円、令和７年度：8,829,000円） 

支払いについては、年度ごとに業務完了後、一回払いとする。 

 

３ 参加資格要件 

 本プロポーザルに参加することができる者（以下「参加者」という。）は、単体企業又は複

数の事業者により構成される共同企業体とし、次の全ての要件を満たす者とする。 

(1) 単体企業の場合 

ア 小田原市契約規則（昭和 39 年小田原市規則第 22 号）第５条に規定する者であること。 

イ 民事再生法（平成 11年法律第 225号）第 21条の規定による再生手続開始の申立て又は

会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）第 17 条の規定による更生手続開始の申立てがさ

れていないこと。ただし、民事再生法に基づく再生手続開始又は会社更生法に基づく更

生手続開始の決定を受けた者で、再度小田原市の入札参加資格審査の申請を行い、認定

を受けた者については、再生手続開始又は更生手続開始の申立てがなされなかった者と

みなす。 

ウ 手続開始告示の日から契約締結日までのいずれの日においても、小田原市工事等入札参 

加資格者の指名停止措置要領に基づく指名停止処分を受けていないこと。 

エ エリアブランディング構想策定事業支援業務受託候補者選定公募型プロポーザル審査

委員会（以下「審査委員会」という。）の委員、委員の配偶者又は委員の３親等内の親族

が自ら主宰し、又は役員若しくは顧問として関係する法人その他の組織でないこと。 

オ 小田原市競争入札参加資格者名簿（建設コンサルタント「都市計画及び地方計画」）に

登録されていること。なお、登録されていない場合は、令和６年４月 30日（火）までに

「かながわ電子入札共同システム／資格申請システム」において申請を行うこと。（該当

業務に係る営業種目において、優先交渉権者を選定する期日（令和６年６月 28 日（金）

予定）までに登録が完了するには、令和６年４月 30日（火）までの申請が必須となるた
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め。） 

カ 平成 26 年度(2014 年度)から令和５年度(2023 年度)【過去 10 年間】までの期間におい

て、国又は地方公共団体が発注する同種業務又は類似業務を受注し、かつ履行した実績

を有していること。 

同種業務とは、次に掲げる（ア）又は（イ）を実施した業務をいう。 

（ア） エリアブランディングに関わる業務 

（現状分析、エリア課題の抽出、土地利用計画、まちづくり方策の検討、関係者

間との合意形成、基本構想案の作成 等） 

   （イ）市場調査（観光客動向や滞留、観光ニーズ、交通量等）業務 

   類似業務とは、まちづくり全般に関わる基本構想や基本計画の策定又は基本構想及び

基本計画策定に係る関係者等との合意形成の支援等を実施した業務をいう。 

キ 管理技術者は、仕様書（案）「業務内容」における各業務の担当技術者を統括し、技術士

（都市及び地方計画）の資格を有し、円滑な業務遂行を図る責任者として、カに掲げる

業務に従事した実績を有し、本業務に必要な技術力、マネジメント能力及びコミュニケ

ーション能力を有する者を選任すること。 

 

(2) 共同企業体の場合 

ア 全ての構成員が小田原市競争入札参加資格者名簿に登録されているとともに、(1) アか

らエまでの要件を全て満たすこと。ただし、小田原市競争入札参加資格者名簿に登録さ

れていないが、参加申込書を提出した時点で、現に申込中であり、優先交渉権者を選定

する期日までに登録が完了する場合は、小田原市競争入札参加資格者名簿に登録されて

いるものとみなす。 

イ 構成員のうちいずれかの企業が(1)オ及びカの要件を満たすこと。 

ウ 共同企業体で参加申込みをする場合は、次の事項に留意すること。 

  ・共同企業体の代表となる事業者を定め、その代表事業者が本プロポーザルの参加申込

み及び企画提案書の提出を行うこと。 

  ・代表事業者は、全体の意思決定、管理運営等に全ての責任を持つ中心的役割を担うた

めの履行能力を有していること。 

  ・１事業者が複数の共同企業体の構成員となることはできない。また、共同企業体の構

成員となりながら単独で参加申込みをすることはできない。 

  ・代表事業者又は構成員を変更することはできない。ただし、構成員に限り、やむを得

ない事情があると認めた場合は、変更を認めるものとする。 

  ・構成員の数は、３者以内とする。 
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４ スケジュール 

内 容 日 時 

実施要領の公表 

質問書受付開始 
令和６年（2024年）４月 15日（月）  

事前説明会の申込締切 令和６年（2024年）４月 19日（金） 午後５時まで 

事前説明会 令和６年（2024年）４月 25日（木） 午後２時から 

質問書の提出締切 令和６年（2024年）４月 26日（金） 午後３時まで 

質問書に対する最終回答 令和６年（2024年）５月 13日（月）  

参加申込書の受付締切 令和６年（2024年）５月 20日（月） 午後３時まで 

参加資格の審査結果の通知 令和６年（2024年）５月 27日（月）  

企画提案書及び参考見積書の 

受付期間と時間 

令和６年（2024年）５月 28日（火）から 

令和６年（2024年）６月 14日（金）まで 

午前９時から 

午後３時まで 

審査委員会（プレゼンテーション

及びヒアリング）（非公開） 
令和６年（2024年）６月 28日（金） ※予定 

審査委員会の結果通知 令和６年（2024年）７月５日（金） ※予定 

優先交渉権者及び審査結果公表 令和６年（2024年）７月８日（月） ※予定 

契約締結に向けた詳細協議 
令和６年（2024年）７月８日（月）から 

令和６年（2024年）７月 12日（金）まで 
※予定 

契約の締結 令和６年（2024年）７月 12日（金） ※予定 

 

５ 参加手続きに関する配布資料等 

 (1) 配布資料 

ア エリアブランディング構想策定事業支援業務受託候補者選定公募型プロポーザル 

実施要領 

イ エリアブランディング構想策定事業支援業務委託仕様書（案） 

ウ エリアブランディング構想策定事業支援業務受託候補者選定公募型プロポーザル評

価基準表 

エ 公募型プロポーザル様式集：様式１～８ 

 

(2) 配布方法 

小田原市ホームページからダウンロードしてください。 

<URL> https://www.city.odawara.kanagawa.jp/field/c-planning/urbandevelopment/p38063.html 

 

(3) 事前説明会 

本プロポーザルの実施に係る事前説明会を令和６年４月 25 日（木）午後２時から開催

しますので、参加をご希望の方は、令和６年４月 19日（金）17時までに「13 事務局」の

メールアドレス宛に会社名及び参加人数を申し込むとともに、併せて電話連絡すること。 
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６ 参加申込書の提出に係る手続 

(1) 提出書類 

書 類 備 考 

参加申込書 

【様式１】 

誓約書 

【様式２】 

・代表者印を押印すること。 

・共同事業体の場合は、代表企業を１者選定すること。 

共同事業体結成届 

【様式３】 

・協定書の写しを添付すること。 

・単体企業の場合は不要。 

事業者概要 

【様式４】 

・共同事業体の場合は、全ての構成員が提出すること。 

・欄内に示しきれない場合は、別紙での提出も認める。 

・次の書類（又はその写し）を添付すること。（共同事業体の場合は、

全ての構成員が提出すること。） 

①前年度の法人事業税の納税証明書 

※都道府県で発行されたもので、最新の事業年度の記載内容であ

るもの。ただし、納税証明書に記載されている未納額が０円で

あるものに限る。 

②前年度の法人税並びに消費税及び地方消費税の記載がある納税

証明書（その１） 

※税務署で発行されたもので、最新の事業年度の記載内容である

もの。ただし、納税証明書に記載されている未納額が０円であ

るものに限る。 

③事業者所在地の都道府県・市町村税完納証明書 

④直近３年度分の貸借対照表 

⑤直近３年度分の損益計算書 

⑥直近３年度分の株主資本等変動計算書 

⑦直近３年度分のキャッシュ・フロー計算書（作成していない場合

は類似の書類でも可とする） 

・参加者が、かながわ電子入札共同システムに未登録の場合は、

次の書類（又はその写し）を添付すること。 

①定款及びその他の規約 

②履歴事項全部証明書（登記簿謄本） 

※３か月以内に発行されたものに限る。（③、④において同じ。） 

③営業証明書 

④印鑑証明書 
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業務受注実績 

【様式５】 

・過去 10年間（平成 26年度から令和５年度）における、実施要領

３(1)カ に関する業務において、受注かつ履行した業務の実績を

記入する。（最大６件まで） 

・実績は、単体企業、共同企業体のいずれの場合も可とする。（共同

企業体は、当該業務に参加しようとする共同企業体に限る） 

・業務実績に係る契約書（鑑）及び仕様書の写しを添付すること。

ただし、テクリスに登録している業務については、登録している

業務実績情報（業務名、業務内容等が分かる部分）の写しでも可

とする。 

業務実施体制 

（配置従事者）調書 

【様式６】 

・管理技術者及び各担当技術者について記入する。 

・業務実績に係る契約書（鑑）及び仕様書の写しを添付するこ

と。ただし、テクリスに登録している業務については、登録して

いる業務実績情報（業務名、業務内容等が分かる部分）の写しで

も可とする。 

・当該従事者は、死亡、傷病、退職等の極めて特別な理由が生じ

た場合を除き、原則として、業務期間中の変更を認めない。 

・ただし、本市が不適切と判断した場合には受注者と協議の上、当

該従事者の変更を要請する場合がある 

(2) 提出期限  令和６年（2024年）５月 20日（月）午後３時まで 

(3) 提出部数  各１部 

(4) 提出場所  小田原市企画部未来創造・若者課（「13 事務局」参照） 

(5) 提出方法 

Ａ４サイズの簡易なファイルを使用し、実施要領６(1)の順に提出書類を綴じて、持参

又は郵送（書留郵便に限る。）又は託送（書留郵便と同等のものに限る。）により提出す

る。持参する場合は、あらかじめ提出日時を電話にて連絡のうえ、平日午前９時から午後

５時まで（提出期限日は午後３時まで）、郵送、託送による場合は、封筒に「エリアブラ

ンディング構想策定事業支援業務公募型プロポーザル参加申込書在中」と明記するとと

もに、提出期限日までに事務局に届くようにすること。 

 (6) 質問の受付 

公表した資料や手続に係る質問については、質問書【様式７】により、令和６年４月 26

日（金）午後３時までに、電子メールで事務局（実施要領 13に記載の電子メールアドレ

ス）あて送信し、併せて電話で受信の確認をすること。電子メールの件名は「プロポーザ

ル質問書〈事業者名〉」とすること。なお、口頭、電話での質問は受け付けない。 

 (7) 質問の回答 

質問に対する回答は、質問受付後から随時ホームページで公表するものとし、最終的

な回答期限は、令和６年５月 13 日（月）とする。 
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７ 企画提案書等の提出に係る手続 

(1) 提出書類 

書 類 備 考 

業務工程表 

【任意様式】 

・Ａ３サイズ横使い片面１枚に工程を記載し、Ａ４サイズに折り

込むこと。 

企画提案書 

【任意様式】 

・仕様書（案）の業務内容を踏まえて企画提案書を作成するこ

と。 

・特に仕様書（案）の「４ 業務内容」に掲げる業務内容につい

ては、それぞれ具体的な提案を行うとともに、仕様書（案）に

掲げる事項以外についても、本業務の目的を達成する上で有効

な提案があれば記載すること。 

・表紙は付けずに、Ａ４サイズ片面印刷で 10 ページ以内とし、

ページを付番すること。(Ａ３サイズの使用も認めるが、１ペ

ージでＡ４サイズ２ページに換算する。またＡ４サイズに折り

込むこと。） 

・文字サイズは 10.5ポイント以上（図表等はこの限りでない。）

とする。 

参考見積書 

【任意様式】 

・Ａ４サイズ、片面印刷とする。 

・見積額を記載し、その算出根拠となる積算内訳を明記する。特に

仕様書（案）の「４ 業務内容」については、その内訳が分かる

ように示すこと。 

・見積額は、消費税及び地方消費税も含めて記載すること。 

・見積額は、実施要領２(4) に示す上限額を超えないこと。 

(2) 提出期限  令和６年６月 14日（金）午後３時まで 

(3) 提出部数  各 10部（参考見積書は、１部） 

(4) 提出場所  小田原市企画部未来創造・若者課（「13 事務局」参照） 

(5) 提出方法 

Ａ４サイズの簡易なファイルを使用し、実施要領７(1)の順に提出書類を綴じて、持参

又は郵送（書留郵便に限る。）又は託送（書留郵便と同等のものに限る。）により提出す

る。持参する場合はあらかじめ提出日時を電話にて連絡のうえ、平日午前９時から午後

５時まで（提出期限日は午後３時まで）とする。郵送・託送による場合は、提出期限日ま

でに事務局に届くようにすること。なお、提出書類及びファイルには、会社名、ロゴマー

ク等の事業者を特定できる表現を一切記載しないこと。 

 

８ 審査方法 

(1) 審査 

審査は審査委員会において実施する。 
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(2) 優先交渉権者及び次点交渉権者の選定 

優先交渉権者の選定は審査委員会（客観的評価・企画提案書評価）により行う。 

(3) 書類審査（非公開） 

  ア 参加者から提出された参加申込書等の内容について書類審査を実施する。 

  イ 参加者が１者の場合でも本プロポーザルは成立する。 

  ウ 提出書類は、審査を行う作業に必要な範囲において、複製を作成することがある。

また、提出された参加申込書等は返却しない。 

 (4) 参加資格の通知 

書類審査の結果を受け、審査委員会への参加資格を令和６年５月 27日（月）に、参加

申込書【様式１】に記載された担当者の電子メールアドレスあてに通知するとともに、文

書でも通知する。 

 (5) 審査委員会（プレゼンテーション及びヒアリング）（非公開） 

  ア 審査委員会は、令和６年６月 28 日（金）【予定】にプレゼンテーション方式により

実施する。場所、時間については、別途通知する。 

  イ 審査委員会参加者が１者の場合でも本プロポーザルは成立するものとし、審査を実

施する。 

  ウ プレゼンテーションは、パワーポイント等を用いて、20分以内で説明するものとし、

ヒアリング（質疑応答）は 20分以内とする。なお、プレゼンテーションで使用する資

料は、提出書類（企画提案書等）に記載した内容に基づくものとし、新たな内容の資料

提示は認めない。また、業務提案書の内容を明らかに逸脱する場合は、プレゼンテーシ

ョンの中止、中断をすることがある。 

  エ プレゼンテーションに出席できる者は５名までとする。なお、本業務を担当する管理技

術者及び各担当技術者の参加は必須とする。 

  オ プロジェクター、スクリーン、HDMIケーブルは事務局で用意するが、パソコン及びその

他のケーブル等は持参すること。 

(6) 審査委員会の評価項目及び配点 

別紙評価基準表のとおり 

 (7) 優先交渉権者の選定 

  ア 各評価点数を合計し、最高得点者を優先交渉権者とし、最高得点者の次の高得点者

を次点交渉権者として選定する。最高得点者又は次点者が複数の場合は、委員会の総

合的な審査により選定する。 

  イ 委員会の委員の半数以上から、評価項目のいずれか同一の項目において０点と評価

された者は、失格とする。 

  ウ 客観的評価及び企画提案書評価の評価点の合計が 240 点（60％）に達しない者は、

失格とする。 

 (8) 結果通知 

審査結果は、令和６年７月５日（金）【予定】に、参加申込書【様式１】に記載された

担当者の電子メールアドレスあてに通知するとともに、文書でも通知する。また、令和６
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年７月８日（月）に本市ホームページで優先交渉権者名を公表する。 

   

９ 契約の締結 

 (1) 優先交渉権者との契約手続 

優先交渉権者名の公表後、契約締結に向けて優先交渉権者と詳細協議を行い、その協

議が整ったときに契約を締結するものとする。このため、優先交渉権者の選定をもって

優先交渉権者の企画提案書等に記載された全内容を承認するものではなく、協議により

必要な範囲内において企画提案書の項目の変更、追加及び削除を行った上で本契約の仕

様に反映させることができるものとする。 

 (2) 優先交渉権者との契約締結が不可能となった場合の措置 

優先交渉権者との協議が整わなかった場合、優先交渉権者が「10 失格」に掲げる理由

により失格となった場合、優先交渉権者が辞退した場合その他特別な理由により優先交

渉権者との契約締結が不可能となった場合は、次点交渉権者を優先交渉権者として詳細

協議を行う。この場合において、同様の理由により、優先交渉権者となった次点交渉権者

との契約締結が不可能となった場合は、契約を締結しない。 

 (3) その他 

小田原市契約規則に基づく契約手続の完了までは、本市と優先交渉権者（次点交渉権

者を優先交渉権者とした場合を含む。）との契約関係は生じない。 

 

10 失格 

次のいずれかに該当した場合は、次の者を失格とする。 

(1) 参加資格要件を満たしていないとき。 

(2) 見積額が上限額を超えているとき。 

(3) 提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

(4) 実施要領に示した内容に適合しないとき。 

(5) 本プロポーザルに参加する者又はその関係者が、委員会の委員に対する事前説明、事

前連絡など公正な審査を妨げる行為をしたとき。 

(6) その他不正な行為があったと認められたとき。 

 

11 辞退 

参加申込書を提出した後に辞退する場合は、辞退届【様式８】を事務局に提出すること。

郵送する場合は、併せて電話連絡すること。 

 

12 その他の留意事項 

(1) 提出した書類の変更、再提出は認めない。ただし、提出書類の脱漏又は不明確な表示

等があり、かつ本市が変更を認めたときはこの限りではない。 

(2) 企画提案書等全ての提出書類は返却しない。 

(3) 提出された資料及びその複製は、本業務の選考以外に参加者に無断で使用しないもの
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とする。 

(4) 提出書類の知的財産権は、提出した者に帰属するが、選定作業等において、必要な範

囲で複製を作成する場合がある。なお、提出された書類は、小田原市情報公開条例（平成

14年小田原市条例第 32号）に基づく公開請求があったときは、公にすることにより、事

業者の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるものを除き、公開す

ることがある。 

(5) 業務内容については、本プロポーザルの内容にかかわらず、本市と協議の上、変更で

きるものとする。 

(6) 企画提案書の作成、プレゼンテーション等、本プロポーザルの参加に要する費用は、

参加者の負担とする。 

 

13 事務局 

小田原市企画部未来創造・若者課 

担当：田村・今野 

〒250-8555 神奈川県小田原市荻窪 300 

ＴＥＬ：0465-33-1404 

ＦＡＸ：0465-33-1286 

電子メール：ki-seicho@city.odawara.kanagawa.jp 


